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地域企業の課題と解決へのポイント

コロナ禍による需要蒸発を含めて地域企業は危機に瀕しており、経営立て直しに
向けての抜本的な解決策の立案・実行が必要である

地域内外のマーケット拡大

4

地域経済の衰退

少子高齢化・人口減少

地域内の高度人材不足

外部サポートの不足

中小企業向けのツール
の不足（機能・価格面）

COVID-19による影響

3密回避の行動制限による
地域内の需要の蒸発

観光をはじめとする
地域外からの需要の蒸発

公的支援の限界

政府・自治体による延命のた
めの資金供給の限界

収益の伸び悩み

（売上の低迷、コストの
高止まり）

企業内部の課題
DXや経営改革に係る

人的リソース・ナレッジの不足
慢性的な人材不足
（DX・経営）

地域企業の立て直し
地域が自走できるための

地域人材の育成

解決へのポイント

資金供給の不足（金融機関
のリスクテイク不足）
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デジタル人財育成と新たな産業創造の必要性

デジタル領域のトレーニング機会や支援がない・わからない人財は多く、人財育成の
機会を提供し、新たな産業創造へと発展させて雇用につなぐ手立てこそは急務である

人財育成の機会不足

日本の就業者の約8-9割が非デジタル人財であり、そのう
ち約2割の人々がデジタル領域に関わる意思を持っている。
しかし、大企業においてもデジタル関連スキルの習得機会
は限られている。
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93.9%

94.3%

91.1%

86.2% 

79.9% 

目指すべき人財育成と産業創造の姿

デジタル人財育成のため、個々人に最適な学習機会と
実務訓練機会を提供するとともに、DXを通じて新しい雇
用を生み出す。また、DXを通じて新しい産業創造により
ビジネスの拡大と共に地域での雇用を生み出す

ない・わか
らない計

新しい産業と雇用機会を生み出す

DXを通じて新しい産業を興し、地域に雇用を生み出す

デジタル人財を育成する

学習し、実務訓練を行う機会を提供する

デジタル関連の知識・スキルの習得機会への支援（企業規模別）
出典：デロイト トーマツ グループデジタル人材志向性調査2020
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そこで我々は、ADXOという人財育成と共に地域企業・産業のDXを推進する主体を組成
し、地域のデジタルプラットフォームの構築に貢献する取り組みを行っている

ADXO
(Area Digital Transformation Organization）

人財育成PF

DXを通じた新産業の創出

（雇用機会の拡大）
スキル育成・習得

（入口） 連携

協働 協働

産業創造PF

実務訓練機会

(OJT)の提供
（出口）

人財の高付加価値化と労働移動の実現

地方自治体

中央政府

地域主要企業
大学等教育機関

地域金融機関ADXO構想概要
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企業内リカレント対象人財の育成と再配置フロー

企業に必要とされるデジタル人財像を定義した上でリカレント対象人財の教育機会マッチ
ングを行うことで、効率のよい育成と人財最適配置（マッチング・出口確保）が可能となる

出口入口

業界外転職

業界内転職

社内

最適再配置

デ
ジ
タ
ル
ス
キ
ル
ア
セ
ス
メ
ン
ト

企業内のリカレント
対象人財

デジタル適性評価

36項目における調査か

ら、対象者の志向性と

意識特性を評価し、デ

ジタル領域の適性と各

デジタル職種における人
財像の適性を判定する

経企

情シス

広報・

マーケ

研究開発

従来の職種

営業

総務・

人事

デジタルアーキテクト

UI/UXデザイナー

ビジネスプランナー

AIエンジニア

データサイエンティスト

サイバーセキュリティ
スペシャリスト

全国共通のデジタル人財像の定義

求められる人財に到達するための教育プログラムを提供

人
財
のD

X

に
お
け
る
役
割
の
定
義

デ
ジ
タ
ル
知
識
の
定
義

ビ
ジ
ネ
ス
ス
キ
ル
の
定
義

デ
ジ
タ
ル
マ
イ
ン
ド
の
定
義

人
財
マ
ッ
チ
ン
グ

人財マッチング

登録された企業ニーズに

合致する人財をレコメン
ドし人財を再配置する
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デジタル人材の人材像・役割（大分類）

企業・組織におけるデジタル人材は、以下のような人材像・役割で定義することができ、主

にデジタル人財育成PFでは、L1～L3人財の教育に注力する

9

プラットフォームの利用者

◼ ビジネスモデルの変革や新プロダクト・サービス創出、社内業務（バリュー

チェーン・業務プロセス）のデジタル化について、一定の経験・知見を有し、

サポートを得ながらデジタル化に関する業務の推進・支援を進める

◼ デジタル変革を支えるITエンジニアリングの実現を進める

L2

実装/推進人材

DX戦略・企画の

各部門における推進

◼ （CSO・CDO）事業戦略の実現に資するDX戦略の策定と推進を、

自らが中心となってリードし、周囲をマネジメントする

◼ （CITO・CISO）グループのIT機能変革および、サイバーセキュリティリスク

管理やセキュリティ対策の推進を、自らが中心となってリードし、周囲をマネ

ジメントする

◼ ビジネスモデルの変革や新プロダクト・サービス創出、社内業務（バリュー

チェーン・業務プロセス）のデジタル化について、専門性を有し、独力でデジ

タル化に関する業務を進める

◼ デジタル変革を支えるIT基盤刷新・クラウドシフト等の実現を進める

L4

L3

デジタルリーダー

デジタルコア人材

デロイトの定義した人財像と役割

DX戦略の推進の中核

事業・機能における企画・推進

DX戦略策定・主導

IT機能・セキュリティ管理責任

◼ 「デジタルディスラプション」に対する関心や健全な危機感を抱いている

◼ 顧客体験価値（CX・UX）の重要性や、デジタルテクノロジーのトレンド

を踏まえ、自社に与えるインパクトなどを理解しつつ、IT・デジタルツールを

利活用する

L1

全社員（上記以外）

DX戦略・企画への理解

IT・デジタルツール利活用

①エントリーレベル

②専門知識レベル

学生、企業内定者、

非デジタル社会人等

ユーザー企業等の

従来型人材

③高度人材レベル

知識を身に付けた

デジタル人材

政府の定義

検

討

タ
|
ゲ

ッ
ト
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中長期的に求められるデジタル領域（イメージ）

デロイトでは従来のIT人財が担っていた業務領域に加えて、デジタル人財には新たに7つの

領域が必要だと認識しており、各領域をリードするデジタル人財を定義する

顧客サービス

外部データ

各種SaaS

エコシステムパートナー

顧客／従業員エンゲージメント

インテグレーション

データ分析・管理

基幹系システム

Marketing Automation

／アプローチ

契約者向け

アプリ
契約者向け

アプリ
営職向け

アプリ
営職向け

アプリ
代理店向け

アプリ

データ分析環境（Tableau, Data Robot, Python, R etc…）

カスタマーデータプラットフォーム（CDP） データレイク

ESB基盤 / HULFT etc.. 

API基盤

クラウド

オープン系（ワークフローシステム etc..）

ホスト（契約管理システム, etc…）

2nd パーティデータ 3rd パーティデータ

加入

提携各社 / 既存ベンダー

公的機関・医療機関 etc..

コミュニティ

スタートアップ

顧客（≠ 契約者） 契約者 営業職員 代理店

よりよい顧客エクスペリエンスを追求し、ファンを増やす 使い勝手を追求し、よりよい顧客サービスを提供する

CRM 人事 会計 その他

セキュリティ

1 2 3

4

5

6

0. 従来の力点

デジタルマーケティング2

プロダクト開発3

アナリティクス5

クラウド開発6

サイバーセキュリティ7

プラットフォームエンジニアリング4

• 各種セキュリティ対策の検討・実行、監視・モ

ニタリングやインシデント対応、ID管理などを

行う

• AWSやAzureなどのIaaSの導入やSFDC、

WorkdayなどのSaaSの導入を通して

クラウド移行を進める

• データ活用を進めるために、データ分析

基盤の構築、データ準備～分析モデル構築

（外部データ含む）を行う

• 開発生産性やリリースタイムを高めるために

DevOps基盤の構築・継続的改善や、マイクロ

サービス化、API化を進める

• 様々な機能の組み合わせで優れたUI/UXを備

えたデジタルプロダクト・サービス（Apps）を高

速に開発する

• 顧客情報を用いてマーケティングシナリオを構築

し、セグメンテーションやパーソナライズされたキャ

ンペーンなどを展開する

イノベーション1
• 新ビジネス・サービスの立上げに向けた、スター

トップの探索、アイデア創出～PoCやエコシステ

ム形成を進める

7

求められる教育の内容
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デジタル人財の役割と人財タイプ

政府が定義する5つのカテゴリーを踏まえて、デロイトが定義する人財タイプをマッピングすると

下記の通りに分類できる

11

求められる教育の内容

アーキテクト
データ

サイエンティスト
オペレーター

ビジネスプランナー
デジタル

アーキテクト

データ

サイエンティスト

サイバーセキュリティ
スペシャリスト

サイバー

セキュリティ

スペシャリスト

AIエンジニア

エンジニア

UI/UXデザイナー

DXにおける役割

政府の

定める分類

L3
デジタルコア人材

（構想策定）

L2
推進/支援人材

（実装）

L1
全社員

（上記以外）

ビジネス IT

アーキテクト
（ビジネス）

従来の情報

システム部門人財

と想定

検討ターゲット

ビジネス寄りに

分かれる
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データサイエンス

領域

セキュリティ

領域

アジャイル

領域

Ex:データサイエンティストの育成フローとシステム要件

人財育成PFでは、デジタル人財の各種人財の定義とスキル体系を軸に、教育機会マッチン
グ結果をもとにした最適なコンテンツの提供を実施する

12

人財定義 PF登録後のフロー システム要件

データサイエンティストの

DXにおける役割

D

X

の

流

れ

大量データを分析・解析し、

ビジネスモデルを構想する

組織の意思決定を促す

データを提供する

戦略効果を測定するため

のKPIを設定する

大量データを分析・解析し、

改善策を提言する

（C）

デジタル

マインド

（B）

ビジネス

スキル

（A）

デジタル

知識

上記の役割を果たすための

知識・スキル・マインド

「デジタル×ビジネス」による価

値創出に必要な知識・スキル

を人財像ごとに定義

スキル評価

コンテンツの

受講

修了判定

人財像の

適性判定

非デジタル人財

デジタル人財

✓ 受講者の志向性と行動を評価

✓ 評価結果をもとに、デジタル領域との適合度と適性ある

人財像を推奨する

✓ DXの過程で担う職務の実施レベルを5段階で評価する

✓ 評価をもとに習得スキルと受講コンテンツを推奨する

✓ 4象限に分類した知識・スキルのコンテンツを習得に適し

た形態で提供する

✓ 出向によるDXプロジェクトのOJTに参加し、高度人財に

必要なスキルと経験を体得する

(A)

デジタル知識

(B)

ビジネススキル

人財共通 人財個別

Eラーニング
演習

実地研修

✓ 実地研修は実務評価を踏まえて修了判定する

✓ それ以外はテストやレポート結果をもとに修了判定する

企業内

人財

✓ デジタル領域への

異動・配置

企業外

人財

✓ 採用企業との

マッチング

システム要件①

システム要件②

システム要件③

システム要件①：適性判定

システム要件②：スキル評価

システム要件③：マッチング

志向性・行動

デジタル領域との適合度 適性ある人財像

デジタル領域に関わる意向

デ
ジ
タ
ル
領
域

の
適
性

高低

低

高
高度人財

候補者
デジタルアーキテクト

UI/UXデザイナー

ビジネスプランナー

AIエンジニア

データサイエンティスト

サイバーセキュリティ
スペシャリスト

①個人情報

②保有資格

③業務経験

④アセスメント結果・

コンピテンシー・マインド

⑤受講態度・受講成績

＜マッチング項目（案）＞
①

②

③④

⑤

採用企業 候補者

レベル3 

必要スキル 評価 推奨コンテンツ

機械学習 1
・概論

・Python入門など

統計分析 2

・推定と仮説検証

・回帰分析

・総合演習

情報倫理 3 ・概論

スキルを評価し

不足知識の学習を推奨する

採用企業と候補者の

ケーパビリティの

適合度を判定する

適性を判定する

PFに求められる機能
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スキルのアセスメント結果（一例）

スキルのアセスメント結果に対して、人財育成PFでは受講者の知識・スキルの向上に必要

な講座の受講を推奨する

13

DXにおける役割 DXにおける職務内容 評価レベル 評価理由

機械学習やディープラ

ンニングといった最新

技術を用いて大量の

データを分析・解析し、

ビジネス課題や発想

を発見する

分析テーマと分析結果を組み込んだあとの業務を設計する レベル3
ITストラテジストの経験もあり

独力で実施できる

データ分析のアプローチを設計し、データを収集・加工・構造化

する（データの収集、蓄積）
レベル2

データ分析の基礎知識を有し

ているが、業務経験がない

構造化したデータを解析し、分析結果を可視化する

非構造化データも解析し、分析モデル・分析結果を評価する
レベル1

Pythonの知識を有していな

い

分析結果を業務で活用するためのソリューションや分析システ

ムを設計する
レベル3

システムの開発経験があり、

指示があれば対応可能

データサイエンティスト

受講者Aさんの

職務経験

➢ 理系の大学を卒業しエンジニアとして入社

➢ アプリケーション開発に携わった経験がありC言語、Java、Rubyは扱えるがPythonの知識はない

➢ ITシステムの計画・構想について経営部署と推進経験があり、顧客ビジネス強化のためのDXを進めること

となり、データサイエンティストとしての知識・スキルを得るため人財育成PFに登録をした

研修受講の

レコメンド

Eラーニング
➢ データ加工・分析の基礎知識（構造化データの加工、非構造化データの処理など）

➢ 機械学習の基礎知識（概論、Pythonなど）

ハンズオン研修 ➢ データ加工・分析の演習

実地研修
➢ 分析テーマと分析結果を組み込んだあとの業務設計の実務経験

➢ 分析結果を業務で活用するためのソリューションや分析システムの設計の実務経験

PFに求められる機能



© 2021. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.14

人材育成PFアーキテクチャ

デジタル人材育成プラットフォーム全体像イメージ

受講管理Platform

他の

人財管理PF

CRM系

コンテンツ

データ

マーケティング

系

コンテンツ

クラウド

基盤系

コンテンツ

API連携

コンテンツ
その他
Moocs

人財育成PF
コンテンツ

AI等
テクノロジー

系

コンテンツ

サイバー

セキュリティ

系

一般向け

エントリー

産業創造プロジェクト

地域中核企業

地方自治体など

中堅中小企業

人材供給先

人材供給先

大企業

人材供給先
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政府に求められる役割（提言）

政府には人財育成・流通のためのルールメイキングやプラットフォーム・教育コンテンツの認定、
政府方針に沿うサービスを提供する事業者に対する積極的な支援が求められる

ルールメイキング

認定

補助

共通の人財定義やデジタルバッジを流通させるしくみの整備

育成したデジタル人材を市場で流通させるため、全国共通のデジタル人材の定義
と人財にお墨付きを与えるデジタルバッジを流通させるしくみを整えて頂く

プラットフォームや教育コンテンツの認定

政府で定めたルール・ガイドラインに沿った育成プラットフォームや教育コンテンツを認

定し、官のお墨付きを与えることで信頼性を付与し、受講者に学びやすい環境を
整えて頂く

立ち上げ・自走のための初期費用の支援

デジタル人材の育成から企業とのマッチングまでを一気通貫に行うサービスは日本

においてはまだ存在しないため、政府の方針に沿ったサービスを提供しようとする民
間サービスには補助金を提供する等の積極的な支援のしくみを整えて頂く
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